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ベトナムの競争法の指針となる新規制 

執筆者：廣澤 太郎、Nguyen Thi Thanh Huong、長岡 隼平 

 

 2020 年 3 月 24 日、ベトナム政府は、競争法の実施に関する詳細を定める政令第 35/2020/ND-CP 号(以下「政令 35 号」とい

う。)を公表しました。政令 35 号は、2020 年 5 月 15 日より施行されます。以下では、政令 35 号に定められたいくつかの重要論点

及び指針について述べます。 

 

1. 企業買収の定義 

 競争法は、一定の経済集中(＝日本では「企業結合」と呼ばれる概念と類似します)について当局に対する事前届出の対象とす

るとともに、特に競争の観点で懸念のある経済集中については、行為自体を禁止しています。経済集中は、吸収合併、新設合

併、企業買収、及び合弁企業の 4 つの類型により構成されるところ、このうち、企業買収について、何が企業買収に該当するのか

が競争法上は不明確でした。競争法は、企業買収を、ある企業による「別の企業の持分又は資産の、全部又は一部の、直接又

は間接の」買収であって、「当該対象企業自体又は当該対象企業の事業目的を管理又は支配するのに十分なもの」と定義してい

ます。この「管理又は支配」の意味するところが、競争法の文言上は必ずしも明らかではありませんでしたが、政令 35号では、「管

理又は支配」は、以下のいずれかの場合を意味するとされています。 

(a) ある企業が、被買収企業の 50%を超える定款資本又は議決権付株式の所有権を取得する場合 

(b) ある企業が、対象企業の事業目的のいずれかのうち 50%を超える資産の所有権又は使用権を取得する場合 

(c) 買収企業が、(A)過半数又は全ての取締役会メンバー、社員総会議長、又は社長若しくは総社長を、直接又は間接に、

選任又は解任する権利を取得する場合、(B)対象企業の定款について変更又は追加を実施する権利を取得する場合、

(C)対象企業の事業活動に関する重要な問題、すなわち、事業組織形態の選択、事業目的、事業の地理的範囲及び形

態の選択、規模及び事業目的の調整、及び、対象企業の事業資本の調達、分配及び使用に関する形態及び方法の選

択を決定する権利を取得する場合 

 政令 35 号で導入されたこの「管理又は支配」の新たな定義は、旧競争法令における定義よりも、明確である一方、広範なものと

なっています。 
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2. 新たな届出基準 

 

 政令 35 号は、経済集中に関する事前通知が必要となる取引に関して、以下のとおり基準を規定しています。 

(a) 金融機関 1、保険会社又は証券会社ではない企業について： 

(i) 経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、当該企業又は当該企業が属する関連企業グループ
2のベトナム市場における総資産が 3 兆ベトナムドン(約 150 億円 3)以上である場合 

(ii) 経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、当該企業又は当該企業が属する関連企業グループ

のベトナム市場における販売又は購入の総取引高が 3 兆ベトナムドン(約 150 億円)以上である場合 

(iii) 経済集中の取引価値が 1 兆ドン(約 50 億円)以上である場合 

(iv) 経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、経済集中への参加を提案している企業の検討対象

市場における合計市場シェアが 20%以上である場合 

(b) 金融機関、保険会社又は証券会社である企業について： 

(i) (A)経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、保険会社若しくは当該保険会社が属する関連企

業グループのベトナム市場における総資産、又は、証券会社若しくは当該証券会社が属する関連企業グルー

プのベトナム市場における総資産が 15 兆ベトナムドン(約 750 億円)以上である場合、又は、(B)経済集中の実

施が提案された直前の会計年度において、金融機関又は当該金融機関が属する関連企業グループのベトナ

ム市場における総資産が、同年度のベトナム市場における金融機関システム全体の総資産の 20%以上である

場合 

(ii) (A)経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、保険会社若しくは当該保険会社が属する関連企

業グループのベトナム市場における販売又は購入の総取引高が 10 兆ベトナムドン(約 500 億円)以上である場

合、(B)経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、証券会社若しくは当該証券会社が属する関

連企業グループのベトナム市場における販売又は購入の総取引高が 3 兆ベトナムドン(約 150 億円)以上であ

る場合、又は、(C)経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、金融機関又は当該金融機関が属

す関連企業グループのベトナム市場における販売又は購入の総取引高が、同年度のベトナム市場における金

融機関システム全体の総取引高の 20%以上である場合 

(iii) (A)保険会社又は証券会社による経済集中に結び付く取引の取引価値が 3 兆ドン(約 150 億円)以上である場

合、又は(B)金融機関による経済集中に結び付く取引の取引価値が、経済集中の実施が提案された直前の会

計年度のベトナム市場における金融機関システム全体の総定款資本金額の 20%以上である場合 

(iv) 経済集中の実施が提案された直前の会計年度において、経済集中に結び付く取引への参加を提案している企

業の検討対象市場における合計市場シェアが 20%以上である場合 

 また、政令 35 号は、国外で行われる経済集中に関する届出基準についても明確化しています。具体的には、上記の基準のう

ち、2(a)(i)、(ii)、(iv)及び 2(b)(i)、(ii)、(iv)については、ベトナムの領地外で行われる経済集中についても適用されると規定されてい

ます。言い換えれば、2(a)(iii)及び 2(a)(iii)の取引価値の基準については、ベトナムの領地外で行われる経済集中には適用されま

せん。 

 

 

                                                   
1 金融機関は、銀行、ノンバンク金融機関、マイクロファイナンス機関及び人民信用ファンドにより構成されます(金融機関法 4.1 条)。 
2 関連企業グループに含まれる企業の範囲については、政令 35 号の 2 条 2 項に、"Group of enterprises affiliated regarding organization and finance 
(hereinafter abbreviated as group of affiliated enterprises) means a group of enterprises jointly subject to control and governance by one or more of the enterprises 
in the group or which have a common operational section."という定義があります。文言上、具体的にどの範囲の企業まで含まれるかは必ずしも明確ではな

く、今後の競争当局の解釈・運用に注視が必要であると思われます。 
3 ここでは便宜的に 1 円＝200 ベトナムドンで計算しています。以下同じです。 
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3. 二段階の審査プロセス 

 

 競争法上、経済集中の管理は、2 段階の審査プロセスを経なければならないとされています。すなわち、予備審査(完全かつ有

効な届出書類の受領日から 30 日間で行われる審査)及び正式審査(正式審査決定の日から 90 日間で行われる審査)の 2 段階で

す 4。 

 政令 35 号では、正式審査は、以下のいずれかに該当する場合には不要とされています。 

(a) 経済集中の取引への参加を提案している企業の検討対象市場における合計市場シェアが 20%未満である場合 

(b) 経済集中の取引への参加を提案している企業の検討対象市場における合計市場シェアが 20%以上であるが、経済集中

後のハーフィンダール・ハーシュマン指数(HHI：検討対象市場における各企業の市場シェアの二乗の総和 5)が 1,800 未

満である場合 

(c) 経済集中の取引への参加を提案している企業の検討対象市場における合計市場シェアが 20%以上であり、経済集中後

の HHI が 1,800 以上であるが、経済集中前後の HHI の増加が 100 未満である場合 

(d) 経済集中の取引への参加を提案している企業同士が、特定の商品・役務についての生産、販売及び供給網における垂

直的な関係又はそれらの企業の事業目的が相互の供給又は相互補助の関係にある場合であって、それら企業の検討

対象市場における合計市場シェアが 20%未満であるとき 

(e) 完全かつ有効な届出書類の NCC による受領後 30 日が経過した時点で、NCC が予備審査の結果に関する通知を発出

しない場合 

 

 

4. 競争制限効果の評価 

 

 政令 35 号は、競争制限的協定が著しい競争制限効果を有する又は有するおそれがあるか否かを判断するにあたり競争当局

が評価しなければならない一定の基準について詳細を規定しています。これらの基準には、当該協定の当事者である企業の市

場シェアが、当該協定に参加していない他の競争企業の市場シェアに占める割合の変化又は変化の傾向、研究開発、技術革新

又は技術上の能力に与える制限、必要なインフラにアクセスし又は当該インフラを保有する能力の減少、当該協定の当事者であ

る企業から商品・役務を購入する際又は関連する商品・役務を購入する際の顧客の側でのコスト又は時間の増加等の複数の要

素が含まれます。 

 さらに、政令 35 号は、競争制限的協定が著しい競争制限効果を有する又は有する恐れがあるとはみなされない場合について

定めています。すなわち、(i)同一の検討対象市場にある企業間での水平的協定の場合は、当該協定に参加する企業の合計市場

シェアが 5%未満であるとき、又は(ii)特定の商品・役務についての同一の生産、販売及び供給網における異なる段階で事業を行っ

ている企業間での垂直的協定の場合は、当該協定に参加する企業の各市場シェアがいずれも 15%未満であるときは、競争制限

的協定が著しい競争制限効果を有する又は有するおそれがあるとはみなされないとしています。 

 政令 35 号は 2020 年 5 月 15 日より施行され、ベトナム国内外で行われる一定の取引に対して適用されます。政令 35 号では

様々な点について対応がなされ、詳細が規定されていますが、例えば届出基準に連結/単体いずれの数値を用いられるのか、

NCC が市場シェアを判断する際にどのような統計を用いるのか等、政令 35 号の解釈及び運用について不明確な点も残っていま

す。したがって、政令 35 号に関する当局の今後の運用について注視が必要になります。 

 

 

                                                   
4 競争法により、新たな政府機関である国家競争委員会(NCC)が創設されました。NCC は経済集中に結び付く取引の監視等を所管していますが、本稿

執筆時点で、NCC は設立されていません。 
5 例えば、1 社が検討対象市場を独占している(市場シェア 100%)場合、HHI は 100×100=10,000 であり、3 社がシェアを分け合っている(1 位 50%、2 位

30%、3 位 20%)場合、HHI は 50×50＋30×30＋20×20=2,500＋900＋400＝3,800 です。 
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